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学校法人藤ノ花学園 決算報告書

12,477,029,705

6,861,594,344

4,665,726,148

949,709,213

1,594,994,440

14,072,024,145

527,180,651

396,466,664

923,647,315

520,400,265

492,381,576

1,012,781,841

6,780,386

▲ 95,914,912

▲ 89,134,526

16,985,502,690

14,234,912,560

2,548,590,130

0

202,000,000

▲ 3,837,125,860

13,148,376,830

14,072,024,145

16,849,417,646

14,098,827,516

2,548,590,130

0

202,000,000

▲ 3,145,763,089

13,703,654,557

14,716,436,398

136,085,044

136,085,044

0

0

0

▲ 691,362,771

▲ 555,277,727

▲ 644,412,253

12,571,331,980

6,960,072,106

4,658,945,762

952,314,112

2,145,104,418

14,716,436,398

▲ 94,302,275

▲ 98,477,762

6,780,386

▲ 2,604,899

▲ 550,109,978

▲ 644,412,253

固定資産
　有形固定資産
　特定資産
　その他の固定資産
流動資産
資産の部合計

固定負債
流動負債
負債の部合計

基本金
　第1号基本金
　第2号基本金
　第3号基本金
　第4号基本金
繰越収支差額
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

純資産の部

【貸借対照表】／単位：円（令和7年3月31日）

 【概況説明】
◉資金収支計算書
　法人全体での令和6年度の資金収入は、「学生生徒等納付金収入」から「前年度繰越支払資金」までの合計が43億1,964万円となり、前年
度決算額を7億5,228万円下回る結果となりました。これは学生・生徒数の減少による学生生徒納付金収入および補助金収入の減少によるものです。
　一方これに対する資金支出の総額は、予算執行管理において努力した結果、「人件費支出」から「資金支出調整勘定」までの合計が28億
1,229万円で、対前年度決算額で約2億6,000万円支出を抑制できましたが、翌年度繰越支払資金は15億735万円となり、前年度末に比べ4億
9,226万円減少しました。ご覧いただいておわかりのように本学園は資金の借り入れはありませんので、当年度の純粋な資金の収支としてはこの支払
資金の減少分が支出超過となっています。
　内訳表により設置校ごとの収支を見てみると、各設置校とも学生数の減少に伴い支出超過となっています。先ほど説明しましたとおり、本年度は各設
置校とも主な収入源の中で特に学生数の減少による学生生徒納付金収入および補助金収入の減少等、一方支出面では教育研究経費、管理経
費、設備関係支出等において前年度より支出を抑えた予算編成を行い、その執行管理にも努力しましたが結果としては、各設置校とも支出超過となっ
ています。
◉活動区分資金収支計算書 
　資金収支計算書をもとに、それぞれの活動区分ごとの収支を見てみると。教育活動による資金収支は2億5,916万円のマイナス、施設整備等活動
による資金収支は2億3,944万円のマイナス、また、その他の活動による資金収支は634万円のプラスとなり、収支差額の総額としては上記の資金収
支計算書の通り、支払資金は対前年度で4億9,226万円の減少となっています。
◉事業活動収支計算書
　事業活動収支計算書では、資金収支計算書の科目に加え、実際の資金の支出を伴わない数値上の支出額ですが、人件費に退職給与引当金
が、教育研究経費及び管理経費に減価償却額等が加算されること、また、人件費比率も依然として高く、これらの影響で教育活動収支では5億
5,965万円のマイナスとなりました。一方、教育活動外収支では2,059万円のプラス、教育活動と教育活動外収支を合わせた経常収支では5億
3,905万円のマイナスとなりました。また、特別収支は1,622万円のマイナスとなり、基本金組入後の当年度収支差額は、6億9,136万円のマイナスとな
りました。内訳表により設置校ごとの収支を見てみると、各設置校とも支出超過という状況となっています。
◉貸借対照表
　上記の資金収支及び事業活動収支の結果、令和6年度末における本学園の財産状況を示す貸借対照表では、資産の部の合計額は前年度
に比べ6億4,441万円減少し、140億7,202万円となりました。建物・施設設備などの除却や減価償却等による減少分が反映されています。これに対し
て負債の部の合計額は、前年度に比べ8,913万円減少し9億2,364万円でした。また、ご覧いただいておわかりの通り、本学園では資金の借入は行
われておらず無借金を維持しておりますので、負債の部には退職給与引当金、未払金、前受金等が計上されています。
 　純資産の部のうち、基本金については、第1号基本
金が1憶3,608万円増加しています。純資産の部合計
額は前年度から5億5,527万円減の131億4,837万
円となりました。
◉財務比率
　上記の各計算書から算出した財務比率を分析して
みると、負債比率が極めて低く、運用資産余裕比率や
純資産構成比率が高いことが読み取れ、例年に引き続
き全体としては法人の継続・運営に必要な特定資産の
積立やその他固定資産の保有が維持されています。
　しかしながら、法人全体での人件費比率の上昇等
により、単年度の収支では資金収支、事業活動収支と
もにマイナスとなっています。私学事業団による定量的な
経営判断指標に基づく経営状態の区分では、教育活
動資金収支差額が二年連続でマイナスとなったため
昨年度までの「Ｂ０」区分から悪化して「B3」区分に位
置づけられており、これを「A3」区分以上に改善すべく、
今後も新たな中期計画に基づいて学園全体で学生
募集を順調に進めるとともに補助金や新たに寄付金等
外部資金の増額にも努め、さらに一層の経費節減努
力等も引き続き行うことで、学園の永続性を維持するた
め、次年度以降の収支比率を好転していけるよう努力
していく必要があります。

〒440-8511 愛知県豊橋市牛川町松下20-1 TEL.0532-54-9729 FAX.0532-54-9731
地域連携・広報センター



1,762,347,660

544,644,740

204,029,600

0

0

141,530,000

121,442,000

100,000,000

314,829,969

0
3,000,000

△ 91,884,276

1,624,614,819

4,724,554,512

124,434,722

△ 4,200,722

21,471,467

0

0

△ 20,047,920

15,517,895

47,161,114

50,857,334

3,000,000

49,455,235

117,260,901

404,910,026

1,637,912,938

548,845,462

182,558,133

0

0

161,577,920

105,924,105

52,838,886

263,972,635

△ 141,339,511

1,507,353,918

4,319,644,486

［予備費］

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

　国庫補助金収入

　地方公共団体補助金収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入  

受取利息・配当金収入    

雑収入

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

1,589,579,000

32,868,000

2,000,000

709,407,800

262,481,800

446,926,000

100,000,000

450,000

30,020,000

113,174,000

0

281,500,000

185,577,785

△ 319,637,050

1,999,614,977

4,724,554,512

1,445,281,910

28,290,436

1,338,444

606,928,283

220,778,600

386,149,683

46,110,000

1,734,000

18,137,748

87,641,557

0

240,402,500

158,716,490

△ 314,551,859

1,999,614,977

4,319,644,486

144,297,090

4,577,564

661,556

102,479,517

41,703,200

60,776,317

53,890,000

△ 1,284,000

11,882,252

25,532,443

0

41,097,500

26,861,295

△ 5,085,191

0

404,910,026

【資金収支計算書】／単位：円
（1）収入の部（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（2）支出の部（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

学生生徒等納付金
手数料
寄付金
経常費等補助金 

　　国庫補助金
　　地方公共団体補助金
付随事業収入 

雑収入 

教育活動収入計 

人件費
教育研究経費
管理経費
徴収不能額等
教育活動支出計
　教育活動収支差額

受取利息・配当金

その他の教育活動外収入

教育活動外収入計

30,020,000

0

30,020,000

0

0

0

30,020,000

△ 468,565,200

0

70,442,000

70,442,000

109,000

27,219,331

27,328,331

△ 109,000

43,222,669

43,113,669

0

0

0

70,442,000

△ 398,123,200

△ 120,000,000

△ 518,123,200

△ 3,145,763,089

0

△ 3,663,886,289

2,477,498,800

2,875,622,000

△ 555,277,727

△ 136,085,044

△ 691,362,771

△ 3,145,763,089

0

△ 3,837,125,860

2,192,906,776

2,748,184,503

157,154,527

16,085,044

173,239,571

0

0

173,239,571

284,592,024

127,437,497

43,552,432

0

43,552,432
△ 16,224,101

0

△ 43,552,432

0

△ 43,552,432

86,666,101

0

18,202,688

2,396,127

20,598,815

0

0

0

20,598,815

△ 539,053,626

11,817,312

△ 2,396,127

9,421,185

0

0

0

9,421,185

70,488,426

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動外支出計

　教育活動外収支差額
　経常収支差額

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入計

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計 

当年度収支差額 

前年度繰越収支差額
基本金取崩額
翌年度繰越収支差額
　（参考）
事業活動収入計 

事業活動支出計

資産処分差額

その他の特別支出

特別支出計
　　特別収支差額

1,589,579,000

32,868,000

2,000,000

638,965,800

205,784,800

433,181,000

450,000

113,174,000

2,377,036,800

1,778,347,660

879,644,740

217,629,600

0

2,875,622,000

△ 498,585,200

1,644,693,324

863,001,426

196,937,321

0

2,704,632,071

△ 559,652,441

133,654,336

16,643,314

20,692,279

0

170,989,929

61,067,241

1,445,281,910

28,290,436

1,338,444

580,693,283

203,288,600

377,404,683

1,734,000

87,641,557

2,144,979,630

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

事
業
活
動
収
入
の
部
事
業
活
動
支
出
の
部

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

［予備費］ （0）
0

144,297,090

4,577,564

661,556

58,272,517

2,496,200

55,776,317

△ 1,284,000

25,532,443

232,057,170

【事業活動収支計算書】／単位：円
総括表（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

学園としての今後の課題等
　近年の学園を取り巻く環境の急速な変化に対応するため、個性輝く大学・高等学校として社会に一層認知される学校づくりに一丸となって取り組むことが必要です。そ
のために、大学・短大においては既設学部・学科における教育内容と出口の質の公的保証への取り組みと、地域との連携をさらに充実したものとすることを目指し学内の
体制を充実させ、当地域での「地域密着型大学」としての本学の存在感を高める努力に引き続き取り組まなくてはなりません。また、内部質保証システム(PDCA)を機能さ
せ、各部門で改善に取り組むと共に、令和2年度に策定した第二次中長期計画の着実な実行と、財務の改善を図ります。
　高等学校においては厳しい生徒募集環境の中、東三河地区で唯一の女子校としての特色・個性により一層の磨きをかけ、多様な進路希望に応じて必要な知識を学べる
ようきめ細かい学習指導を行うとともに進路指導にも重点を置き、機会あるごとに具体的な指導・助言を与えながら多様化する進学希望者の希望実現と、厳しい雇用環
境の中でも勝ち抜いていける人材の育成に継続して取り組む必要があります。また直近では、ICT教育の推進、大きな変革を迎える大学入試制度への対応等への取り組
みに着手しており、これらにおいて着実な成果を得られるよう努力する必要があります。法人を取り巻く環境が一層厳しさを増す中、限られた資源をいかに効率的、効果
的に活用するかが法人運営の鍵となっています。一方、三遠南信地区における知の拠点として社会的責任を果たすためには、特色ある教育・研究を常に意識していかなく
てはなりません。そのために、学園全体としての総合力を高め、高等学校から大学院まで、設置するすべての教育組織の連携を密にし、また教育研究を通して広く社会に
貢献し、地域での存在感を高めることで、学園の社会的認知度とブランドイメージの更なる向上を図るべく、諸改革を進めていく必要があります。また一方、学校法人を
取り巻く厳しい社会環境に対応し、将来にわたって安定した教育研究活動を推進できるよう、中長期計画後半の見直しを行い、財政の更なる健全化を図ります。

〒440-8511 愛知県豊橋市牛川町松下20-1 TEL.0532-54-9729 FAX.0532-54-9731
地域連携・広報センター


